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平成２０年（行ケ）第１０３７１号 審決取消請求事件

平成２１年３月２４日判決言渡，平成２１年２月１７日口頭弁論終結

判 決

原 告 Ｘ

被 告 Ｙ

主 文

原告の請求を棄却する。

訴訟費用は原告の負担とする。

事実及び理由

第１ 原告の求めた裁判

「特許庁が無効２００７－８９０１４８号事件について平成２０年９月８日にし

た審決を取り消す。」との判決

第２ 事案の概要

本件は，原告の下記１(1)の商標登録（以下「本件商標登録」といい，本件商標

登録に係る商標を「本件商標」という。）について，被告が，下記１(2)のとおり

無効審判請求をしたところ，特許庁が本件商標登録を無効とする旨の審決をしたた

め，原告がその取消しを求める事案である。

１ 特許庁における手続の経緯

(1) 本件商標登録

出願人：原告

本件商標の構成：「アイピーファーム」（標準文字）

指定役務：第４２類「工業所有権に関する手続の代理又は鑑定その他の事務，訴

訟事件その他に関する法律事務，著作権の利用に関する契約の代理又は媒介」

出願日：平成１５年１１月２０日

設定登録日：平成１６年７月２日

登録番号：第４７８３１３４号
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(2) 本件手続の経緯

審判請求日：平成１９年９月６日（無効２００７－８９０１４８号）

審決日：平成２０年９月８日

審決の結論：「本件商標登録を無効とする。」

審決謄本送達日：平成２０年９月１９日

２ 審決の理由の要旨

審決は，本件商標は，指定役務を提供する事務所であることを一般的に説明して

いるにすぎず，需要者等において指定役務について他人の同種役務と識別するため

の標識としての機能を果たし得ないものであるから，需要者が何人かの業務に係る

役務であることを認識することができない商標であり，商標法３条１項６号に違反

して登録されたものであると判断した。審決の理由中，「当審の判断」の部分は以

下のとおりである。

(1) 本件商標とその指定役務について

本件商標は，前記第１のとおり，「アイピーファーム」の片仮名文字を標準文字で表してな

るものであって，本件指定役務を「工業所有権に関する手続の代理又は鑑定その他の事務，訴

訟事件その他に関する法律事務，著作権の利用に関する契約の代理又は媒介」とするものであ

る。

(2) 本件商標に係る指定役務の需要者等について

本件の指定役務は，前記１のとおり，弁理士が主体となって開設する特許事務所や，いわゆ

る知的財産事件を担当する弁護士が開設する法律事務所が提供する役務であるので，本件の指

定役務の需要者等は，工業所有権の取得又は著作権の利用を希望するか，あるいはこれらの権

利に関する紛争解決を希望する個人又は法人であり，これらの個人又は法人の担当者は，知的

財産権に関しては相応の関心と知識を有している者であることは明らかである。

(3) 「ＩＰ」等の語と需要者等の認識について

辞書類における「ＩＰ」及び「ＦＩＲＭ」の語の掲載状況は，次のとおりである（甲ア

第３号証の２２ないし２４，甲第３号証の２５，２６（判決注：本訴における甲第３３～第３
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７号証））

インターネットにおける英単語検索サイト「スペースアルク：英辞郎」（甲第３号証の(ｱ)

２５）では，「ＩＰ」は，「ｉｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ ｐｒｏｐｅｒｔｙ」，すなわち，

「知的財産」の略称であるとされている。

「新英和中辞典（第６版）」（研究社）（甲第３号証の２２ないし２４）では，「ｉｎ(ｲ)

ｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ ｐｒｏｐｅｒｔｙ ｒｉｇｈｔ」は，「知的所有権≪特許，実用新

案，商標，著作権など≫」を意味する英熟語とされている。また，「ｆｉｒｍ」は，「（二人

以上の合資で経営される）商会，商店，会社」を意味する英単語とされている。

二村隆章，岸宣仁著「知的財産会計」（平成１４年２月２０日発行，株式会社文藝春(ｳ)

秋）（甲第３号証の２６）においては，「知的財産権（Ｉｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ Ｐｒｏｐ

ｅｒｔｙ Ｒｉｇｈｔｓ＝通常，ＩＰと略す）」と記載されている。

証拠（甲第３号証の１６ないし２１（判決注：本訴における甲第２７～第３２号イ

証））によると，インターネットにおいて，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を検索語として検索すると，

各検索エンジンにより相違はあるものの，多数の情報（約５０９万件，３３４万件，約１４６

万件，約３８万件，約３６万件）が検出される。そのうち，「ＩＰ」が，「インターネットプ

ロトコル」を意味する等，「知的財産」を意味しないものも検出されるものの，わが国及び諸

外国において，「ＩＰ」が「知的財産」を，「ＦＩＲＭ」が「事務所」を表すものとして用い

られている例が多数見られる。

証拠（甲第３号証の１ないし４（判決注：本訴における甲第１２～第１５号証）によウ

ると，わが国においても，「ＩＰ ＦＩＲＭ」又は「ＩＰ ＬＡＷ ＦＩＲＭ」を英語表記に

用いる複数の特許事務所（明成国際特許事務所〔Ｍｅｉｓｅｉ ＩＰ Ｆｉｒｍ〕〔甲第３号

証の１〕，プレシオ国際特許事務所〔Ｐｒｅｚｉｏ ＩＰ Ｆｉｒｍ〕〔甲第３号証の２〕，

神原特許事務所〔ＩＰ ＦＩＲＭ ＫＡＭＢＡＲＡ＆ＡＳＳＯＣＩＡＴＥＳ〕〔甲第３号証の

３〕，龍華国際特許事務所〔ＲＹＵＫＡ ＩＰ ＬＡＷ ＦＩＲＭ〕〔甲第３号証の４〕）が

存在する。

証拠（甲第３号証の５ないし１４，甲第３号証の１６ないし２１（判決注：本訴におエ
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ける甲第１６～第２５号証，甲第２７～第３２号証）によると，諸外国においては，「ＩＰ

ＦＩＲＭ」を「特許事務所」あるいは「知的財産権を取り扱う法律事務所」を表す名称として

使用する事務所が，インターネットにホームページを開設しているものだけでも複数存在する

（ＩＧＯＥ ＩＰ ＦＩＲＭ〔甲第３号証の５〕，ＢＵＳＴＡＭＡＮ ＩＰ ＦＩＲＭ ＭＡ

ＬＡＹＳＩＡ〔甲第３号証の１８〕，Ｊｏｒｄａｎ ＩＰ Ｆｉｒｍｓ〔甲第３号証の２

０〕）。なお，「ＩＰ ＬＡＷ ＦＩＲＭ」を「知的財産権を取り扱う法律事務所」の名称と

して使用している事務所も複数存在する（Ｍａｌｔａ Ｉｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ Ｐｒｏｐ

ｅｒｔｙ Ｌａｗ Ｆｉｒｍ〔甲第３号証の１７〕，Ｓｈａｈａｎｉ ＩＰ Ｌａｗ Ｆｉｒ

ｍ，ＪＦＫ ＩＰ Ｌａｗ Ｆｉｒｍ，ｖｉｅｔｎａｍ ｉｐ ｌａｗ ｆｉｒｍ〔甲第３号

証の１８〕）。また，諸外国においては，「特許事務所」あるいは「知的財産権を取り扱う事

務所」を表す記述的な表現として，「ＩＰ ＦＩＲＭ」又は「ＩＰ ＬＡＷ ＦＩＲＭ」との

語が極めて多数使用されている（甲第３号証の６ないし１４，甲第３号証の１５，甲第３号証

の１６ないし２１（判決注：本訴における甲第１７～第３２号証））。

以上のとおりであるから，「ＩＰ ＦＩＲＭ」の語が，本件商標の査定時（平成１６年６月

１４日）には，前記２の需要者等において，知的財産を意味する「ＩＰ」と，事務所を意味す

る「ＦＩＲＭ」が単純に結合された２語からなる標章であって，これらの語句の意味を結合さ

せた，「知的財産権を取り扱う事務所」を意味するものであると認識されていたものというべ

きである。

(4) 本件商標の需要者等の認識について

前記３のとおり，「ＩＰ ＦＩＲＭ」の語が，本件商標の査定時（平成１６年６月１４日）

には，前記２の需要者等において，知的財産を意味する「ＩＰ」と，事務所を意味する「ＦＩ

ＲＭ」が単純に結合された２語からなる標章であって，これらの語句の意味を結合させた，

「知的財産権を取り扱う事務所」を意味するものであると認識されていたものというべきであ

るから，本件商標「アイピーファーム」に接した前記２の需要者等は，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を

片仮名文字で表したものと理解すること明らかであり，「アイピーファーム」の片仮名文字に

ついても「知的財産を取り扱う事務所」を指称するものと認識されていたものというべきであ
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る。

したがって，「アイピーファーム」の語は，本件商標の指定役務を提供する事務所であるこ

とを一般的に説明しているにすぎず，本件需要者等において，指定役務について他人の同種役

務と識別するための標識としての機能を果たし得ないものであるから，需要者が何人かの業務

に係る役務であることを認識することができない商標である。

(5) 結論

以上のとおりであるから，本件商標は，商標法第３条第１項第６号に違反して登録されたも

のであり，同法第４６条第１項の規定により，その登録を無効とすべきものである。

よって，結論のとおり審決する。

第３ 審決取消事由の要点（商標法３条１項６号該当性についての判断の誤り）

審決は，本件商標が商標法３条１項６号に違反して登録されたものと判断した

が，以下のとおり，この判断は誤りである。

１ 需要者の認定の誤り

審決は，本件商標の指定役務を「弁理士が主体となって開設する特許事務所や，

いわゆる知的財産事件を担当する弁護士が開設する法律事務所が提供する役務であ

る」とした上，「需要者は，工業所有権の取得又は著作権の利用を希望するか，あ

るいはこれらの権利に関する紛争解決を希望する個人又は法人であり，これらの個

人又は法人の担当者は，知的財産権に関しては相応の関心と知識を有している者で

あることは明らかである。」としている。

しかしながら，本件商標の指定役務が弁理士又は弁護士の専業の範囲であって，

それらの資格を有しなければできない役務であるとはいえないのであり，弁理士又

は弁護士の専業範囲と隣接する業務に関わり得る者が弁理士又は弁護士の潜在的需

要者に該当するにもかかわらず，審決はこのような潜在的需要者の存在を無視した

のである。

また，審決による上記需要者の認定は，実際に依頼業務が発生する時点だけに着

目したものであり，例えば無料相談などを希望する場合のように，依頼に至らない
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潜在的需要者についても無視している。

このように審決が前提としない潜在的需要者としては，発明をしたけれどもどこ

に相談したらよいのかわからないという発明者などが含まれるが，このような者を

含む一般消費者及び取引者である潜在的需要者は，例えば「ゴロが良い」などの理

由で本件商標を記憶していれば，相談したい事態に至ったときに，記憶に基づいて

事務所を探し出したり，問い合わせをすることもあり得るのであり，主として商標

としての広告宣伝機能が発揮されるのである。

以上のように，審決は，判断の前提となる需要者の認定を誤ったものである。

２ 証拠の評価の誤り

審決は，「『ＩＰ』は『intellectual property』，すなわち『知的財産』の略

称であるとされている。」との認定を前提として，「『ＩＰ ＦＩＲＭ』を『特許

事務所』あるいは『知的財産を取り扱う法律事務所』を表す名称として使用する事

務所が，インターネットホームページを開設しているものだけでも複数存在する」

と認定している。

しかしながら，「ＩＰ」を略称として使用する場合は少なくとも１９通り存在す

るのであり，「ＩＰ」と「知的財産」があたかも１対１に対応するかのような審決

の上記認定は前提を誤るものである。

また，審決は，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を検索語として検索した結果から，ヒット件

数が膨大であるともしているが，上記の検索語による検索は，「ＩＰ又はＦＩＲ

Ｍ」の検索にほかならないのであり，ヒット件数が膨大であることに意味はないと

いうべきである。

さらに，審決が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の使用を認定したホームページの中には，現

在では改訂され，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を使用していないものもあるほか，諸外国の

「特許事務所」あるいは「知的財産を取り扱う法律事務所」のホームページについ

ては，我が国の商標法３条１項６号への該当性を判断する資料とすべきものではな

いというべきである。なお，審決が判断の根拠とした諸外国のホームページには，
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現在では一部アクセスできなくなっているものがあり，「ＩＰ ＦＩＲＭ」や「Ｉ

Ｐ ＬＡＷ ＦＩＲＭ」が使用されていることが確認できないものもある。

したがって，審決が判断の前提とした「『ＩＰ ＦＩＲＭ』を『特許事務所』あ

るいは『知的財産を取り扱う法律事務所』を表す名称として使用する事務所が，イ

ンターネットホームページを開設しているものだけでも複数存在する」との認定は

誤りである。

３ 諸外国における記述的な表現の数

審決は「諸外国においては，『特許事務所』あるいは『知的財産権を取り扱う事

務所』を表す記述的な表現として，『ＩＰ ＦＩＲＭ』又は『ＩＰ ＬＡＷ ＦＩ

ＲＭ』との語が極めて多数使用されている」と認定しているが，その根拠とする証

拠は１６個にすぎず，これをもって「極めて多数」ということはできないから，審

決は判断の前提となる認定を誤ったものである。

４ 本件商標が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の日本語読みであるとの認定の誤り

審決は，「『ＩＰ ＦＩＲＭ』の語が，本件商標の査定時（平成１６年６月１４

日）には，前記２の需要者等において，知的財産を意味する『ＩＰ』と，事務所を

意味する『ＦＩＲＭ』が単純に結合された２語からなる標章であって，これらの語

句の意味を結合させた，『知的財産権を取り扱う事務所』を意味するものであると

認識されていた」ことを前提として，「本件商標『アイピーファーム』に接した・

・・需要者等は，『ＩＰ ＦＩＲＭ』を片仮名文字で表したものと理解する」と認

定したが，本件商標とは別に，「ＩＰ ＦＡＲＭ」との商標が権利として確立して

いるのであるから，「アイピーファーム」を「ＩＰ ＦＩＲＭ」の日本語読みであ

ると断定することはできない。

したがって，審決は判断の前提となる認定を誤ったものである。

仮に，本件商標が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の片仮名表記であるとしても，「ＩＰ Ｆ

ＩＲＭ」との商標登録を巡る原告と被告の間の紛争は弁理士の間で広く知られ，

「ＩＰ ＦＩＲＭ」が原告の登録商標であることも広く知られるに至っているか



- -8

ら，その片仮名表記である本件商標（アイピーファーム）は原告の役務を表示する

ものとして自他役務の識別力を獲得するに至ったというべきである。

５ 使用等による自他役務識別能力の獲得

審決は，「『アイピーファーム』の語は，本件商標の指定役務を提供する事務所

であることを一般的に説明しているにすぎず，本件需要者等において，指定役務に

ついて他人の同種役務と識別するための標識としての機能を果たし得ないものであ

るから，需要者が何人かの業務に係る役務であることを認識することができない商

標である」とし，本件商標が自他役務識別能力を有しないと判断している。

しかしながら，仮に，過去において，本件商標の自他役務識別能力が欠如してい

たとしても，上記４のとおり，原告によるこれまでの使用や権利行使により，本件

商標は自他役務識別能力を備えるに至ったものであり，審決の判断は誤りというべ

きである。

第４ 被告の反論の要点

原告の主張は，以下のとおり，いずれも失当であり，審決取消事由は理由がな

い。

１ 「需要者の認定の誤り」に対して

原告は，審決による需要者の認定が誤りであると主張するが，商標における需要

者は，その指定商品又は指定役務によって定まるのであり，本件商標の指定役務は

「工業所有権に関する手続の代理又は鑑定その他の事務，訴訟事件その他に関する

法律事務，著作権の利用に関する契約の代理又は媒介」であって，これは弁理士法

に規定された弁理士の業務であるから，弁理士が主体となって開設する特許事務所

や，いわゆる知的財産事件を担当する弁護士が開設する法律事務所が提供する役務

にほかならず，審決が，需要者について「工業所有権の取得又は著作権の利用を希

望するか，あるいはこれらの権利に関する紛争解決を希望する個人又は法人」と認

定したことは適切であり，審決の認定に誤りはない。

仮に，原告が主張するような「潜在的需要者」を本件商標に係る指定役務の需要



- -9

者とすれば，そこには工業所有権の取得又は著作権の利用を希望しない者や，これ

らの権利に関する紛争解決を希望しない者も含まれることとなるが，そのような解

釈は商標法３条１項６号が「何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識」

する主体として「需要者」を規定したことが無意味となり，不合理であるから，原

告の主張は失当である。

２ 「証拠の評価の誤り」に対して

原告の主張を争う。

原告は，審決が根拠としていない資料を証拠として提出し，審決を非難するもの

であり，原告の主張は失当である。

３ 「諸外国における記述的な表現の数」に対して

原告の主張を争う。

４ 「本件商標が『ＩＰ ＦＩＲＭ』の日本語読みであるとの認定の誤り」に対し

て

上記１のとおり，審決の需要者の認定に誤りはなく，本件商標の需要者が「アイ

ピーファーム」を「ＩＰ ＦＩＲＭ」を片仮名で表したものであると理解すること

は明らかであり，原告の主張は失当である。

５ 「使用等による自他役務識別能力の獲得」に対して

原告の主張を争う。

本件商標が商標法３条１項６号に違反して登録されたかどうかと，本件商標の登

録後の使用によって自他役務識別能力を備えるに至ったかどうかは無関係であり，

原告の主張に係る事実があったとしても，審決を取り消すべき理由とはならない。

第５ 当裁判所の判断

１ 商標法３条１項６号について

商標法３条１項は「自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標につ

いては，次に掲げる商標を除き，商標登録を受けることができる。」と規定した

上，同項６号において「前各号に掲げるもののほか，需要者が何人かの業務に係る
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商品又は役務であることを認識することができない商標」を掲げ，同号所定の商標

について商標登録を受けることができないことを規定している。

２ 本件商標について

本件商標の構成は「アイピーファーム」の片仮名を標準文字で表してなるもので

あり，本件商標から「アイピーファーム」の称呼が生じることは明らかである。そ

して，「アイピー」からはアルファベットの「ＩＰ」が容易に想起され，「ファー

ム」からは英語の「ＦＩＲＭ」又は「ＦＡＲＭ」が想起される。

まず，「アイピー」についてみるに，甲第３６及び第３７号証によると，「知的

財産」を意味する英語の「Intellectual Property」が「ＩＰ」と略して使用され

ることが認められるところ，このことは，本件商標に係る指定役務の需要者の多く

にとってはよく知られた事柄であるというべきである。

次に「ファーム」についてみるに，１９９９（平成１１）年４月株式会社研究社

発行の「リーダーズ英和辞典」には，「firm」について「 合資経営の 商会，商

店， 一般の 会社，企業；共同して働く一団の人びと，（特に）医療チーム；

犯罪者の一団，ギャング； ［ ］（秘密）組織 諜報機関・秘密捜《俗》 《俗》 euph

査班など ：a law ～法律事務所．・・・」（９１５頁）と記載され，「farm」に

ついて「 農地，農場，農園・・・；農家（farmhouse）・・・ 飼育場，養殖１ａ ｂ

場・・・」（８７９頁）と記載されているとおり，「ＦＩＲＭ」が会社等の人的組

織を意味する語であり，「ＦＡＲＭ」が農場や農園を意味する語であると認められ

るところ，これらの語はいずれも現代の我が国において広く知られているものと認

められる。

そうすると，本件商標に係る指定役務の需要者が本件商標（アイピーファーム）

に接すれば，まず，「アイピー」から「ＩＰ」，すなわち，「知的財産」を想起す

るものと認められる。

そして，その後に続く「ファーム」からは，上記のとおり，「ＦＩＲＭ」だけで

なく，「ＦＡＲＭ」も想起され得るが，これらの語の意味を知っている本件商標の
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指定役務に係る上記需要者にとって，「知的財産」と「ＦＡＲＭ（農場）」を結び

つけることが一般的であるとは考えにくい反面，「ＬＡＷ ＦＩＲＭ」（法律事務

所）の用例が相当程度浸透していることをも考慮すると，本件商標に係る指定役務

の需要者は，「アイピー」に続く「ファーム」から，主として「ＦＩＲＭ」を想起

するものと認められる。

そうすると，例えば，上記「ＬＡＷ ＦＩＲＭ」の語から法律事務所，すなわ

ち，法律関係業務を取り扱う事務所の観念が生ずるように，本件商標（アイピーフ

ァーム）からは「ＩＰ ＦＩＲＭ」，すなわち，「知的財産関係業務を取り扱う事

務所」の観念を生ずるものと認められる。

したがって，本件商標の表記は，その指定役務の需要者にとって，その指定役務

に係る業務の内容を表したものにほかならないというべきである。

３ 「ＩＰ ＦＩＲＭ」等の使用状況

証拠（甲第１４，第１６～第２５号証）によると，知的財産関係業務を取り扱う

事務所を意味する表記として，「Intellectual Property Firm」の略称である「Ｉ

Ｐ ＦＩＲＭ」（又はその複数形である「ＩＰ ＦＩＲＭＳ」）が使用されている

ことが認められる。また，本件商標の指定役務には「工業所有権に関する手続の代

理又は鑑定その他の事務，訴訟事件その他に関する法律事務」が含まれるところ，

このような業務を取り扱う事務所は，その業務内容を表す「特許事務所」の名称を

使用する例が一般である（平成１０年１１月１１日株式会社岩波書店発行の「広辞

苑 第５版」には「【特許事務所】弁理士の事務所。」（１９２５頁），「【弁理

士】特許・実用新案・意匠または商標に関する登録出願等の代理もしくは鑑定など

を業とする者。・・・」（２４２０頁）と記載されている。）ところ，証拠（甲第

１２，第１３，第１５号証）によると，このような事務所の中には，工業所有権の

国際的な側面を意識して事務所名の一部を「国際特許事務所」とし，その英文表記

である「International Patent Firm」の略称として，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を使用し

ている例があることが認められる。



- -12

４ 上記２，３によると，本件商標から生ずる称呼及び観念は，指定役務に係る役

務を提供する事務所であることを示す一般的な名称部分の英文略称（ＩＰ ＦＩＲ

Ｍ）から生ずる称呼及び観念と同一であり，かつ，その外観も英文標記の極くあり

ふれた片仮名表記に止まるものであるというべきであるから，本件商標は自他役務

の識別力を有しないものといわざるを得ない。

さらに，上記のとおり，「ＩＰ ＦＩＲＭ」は，指定役務に係る業務を行う複数

の「国際特許事務所」が，その英文略称として使用していたものであることを考慮

すると，本件商標の登録が，このような一般的な略称の使用を制約するおそれがあ

るというべきであり，かかる観点からも本件商標の登録には問題があるものという

べきである。

５ 原告の主張について

(1) 原告は，「発明をしたけれどもどこに相談したらよいのかわからないという

発明者」などを例に挙げて，このような者を含む「一般消費者及び取引者」が「潜

在的需要者」であるとし，審決による需要者の認定は，このような「潜在的需要

者」を前提としない点で誤りである旨主張する。

しかしながら，本件商標に係る指定役務の主たる需要者は，上記１のとおり，

「知的財産権の取得や知的財産の利用について検討している者」であると認めら

れ，審決が認定する需要者（「工業所有権の取得又は著作権の利用を希望するか，

あるいはこれらの権利に関する紛争解決を希望する個人又は法人」）もこれと同趣

旨であると認められるから，審決による需要者の認定に誤りはないというべきであ

る。このことは，原告のいう「潜在的需要者」が存在するとしても，この存在が認

められることをもって何ら左右されるものではないから，原告の主張は失当であ

る。

(2) 原告は，「ＩＰ」と「知的財産」があたかも１対１に対応するかのような審

決の認定は前提を誤るものであると主張するが，「ＩＰ」の用語が「知的財産」を

意味する英語の「Intellectual Property」の略称として使用されていることが認
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められることは上記２のとおりであり，本件商標に係る指定役務の需要者の多くが

「ＩＰ」から「知的財産」以外の概念等を想起するものと認めることはできないか

ら，審決において，本件商標に係る指定役務の需要者が「アイピー」から「知的財

産」を意味する「ＩＰ」を認識するものと判断したことに誤りはなく，原告の主張

を採用することはできない。

また，原告は，「ＩＰ ＦＩＲＭ」を検索語として検索した結果から，審決が

「ヒット件数が膨大である」とした点について，「ヒット件数が膨大であることに

意味はない」と主張するが，上記２～４のとおり，検索結果を考慮するまでもな

く，本件商標に自他役務の識別力はないと考えるべきであるから，原告の主張は審

決を取り消すべき理由とはならない。

さらに，原告は，審決が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の使用を認定したホームページの中

には現在では改訂されたものが含まれているとも指摘するが，審決は，改訂前のホ

ームページにおいて「ＩＰ ＦＩＲＭ」の語が「特許事務所」や「国際特許事務

所」を意味するものとして使用されていた事実を認定し，これを根拠として，本件

商標に係る指定役務の需要者が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の語を「知的財産権を取り扱う

事務所」を意味するものと認識することを認定したものであり，その後ホームペー

ジが改訂されたとしても，その事実が審決の上記認定を覆すものであるということ

はできないから，原告の主張は失当である。

(3) 原告は，審決による「諸外国においては，『特許事務所』あるいは『知的財

産権を取り扱う法律事務所』を表す記述的な表現として，『ＩＰ ＦＩＲＭ』又は

『ＩＰ ＬＡＷ ＦＩＲＭ』との語が極めて多数使用されている」との認定のう

ち，「諸外国」の事例を「極めて多数」などと採り上げる点を論難するが，上記２

～４のとおり，上記の点は本件商標は自他役務の識別力を有しないものと認めるの

が相当であるから，審決の結論に影響を及ぼす指摘であるということはできず，失

当である。

(4) 原告は，審決が「アイピーファーム」を「ＩＰ ＦＩＲＭ」の日本語読みで
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あると断定していることを前提として，このように断定することはできないと主張

するが，審決は，本件商標に係る指定役務の需要者が本件商標に接したときに「知

的財産権を取り扱う事務所」を意味するものと認識するとの認定を踏まえて，この

ような需要者は「『アイピーファーム』が『ＩＰ ＦＩＲＭ』を片仮名で表したも

のと理解する」としているのであり，原告が主張するような断定を行っているもの

ではないから，原告の主張は前提において失当である。

そして，本件商標（アイピーファーム）から「ＩＰ ＦＩＲＭ」，すなわち，

「知的財産関係業務を取り扱う事務所」の観念を生ずるものと認められることは上

記２のとおりであり，審決の上記認定はこれと同趣旨のものであると認められるか

ら，審決の認定に誤りはなく，原告の主張を採用することはできない。

(5) 原告は，原告によるこれまでの本件商標の使用や権利行使により，本件商標

は自他役務識別力を備えるに至っている旨主張する。

しかしながら，原告による使用や権利行使により，本件商標に係る指定役務につ

いて，本件商標が原告によって提供される役務を示すものであることが需要者の間

で広く認識されるに至っていることを認めるに足りる証拠はないから，原告の主張

を採用することはできない。

また，原告は，本件商標（アイピーファーム）が「ＩＰ ＦＩＲＭ」の片仮名表

記であるとしても，「ＩＰ ＦＩＲＭ」との商標登録を巡る原告と被告の間の紛争

が弁理士の間で広く知られるに至ったことなどを挙げて，その片仮名表記である本

件商標（アイピーファーム）は自他役務の識別力を獲得するに至った旨主張する

が，上記のような関係を認識している弁理士が存在するとしても，かかる弁理士を

もって本件商標に係る需要者ということはできないから，原告の主張は失当であ

る。

第６ 結論

以上のとおり，審決の判断に誤りはなく，原告の主張はいずれも採用することは

できないから，原告の請求を棄却するべきである。
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